
 Ⅰ  第６次ＮＡＣＣＳ詳細仕様 中間報告（案）について 

  資料１  第４回航空・海上（合同）更改専門部会  

平成27年２月３日 
 

輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社 



  
 
 
 税関（3） 
 航空会社（4） 
 通関・混載・代理店（9） 
 保税蔵置場（3）  
 機用品業者（1） 
 輸出入者（2） 
 銀行（2） 
 損害保険会社（1） 
 ＮＡＣＣＳセンター（2） 
 
 
 

  
 
 
 税関（3） 
 船会社（5） 
 船舶代理店（2） 
 通関業者（9） 
 海貨業者（2） 
 保税蔵置場 （9） 
 ＣＹ（7） 
 ＮＶＯＣＣ（2） 
 輸出入者 （2） 
 銀行（2） 
 損害保険会社（1） 
 船用品業者（1） 
 ＮＡＣＣＳセンター（2） 

     
 
 
 船会社（6） 
 船舶代理店（2） 
 海貨業者（2） 
 保税蔵置場 （6） 
 ＣＹ（7） 
 ＮＶＯＣＣ（３） 
 輸出入者 （2） 
 船用品業者（1） 
 税関 
 ＮＡＣＣＳセンター 
 

     
 

 
 通関業者（6） 
 輸出入者（2） 
 銀行（2） 
 損害保険会社（1） 
 税関 
 ＮＡＣＣＳセンター 
 
 
 
 
 

 
 
 航空会社（4） 
 保税蔵置場（3） 
 通関・混載・代理店（9） 
 輸出入者（2） 
 機用品業者（1） 
 税関 
 ＮＡＣＣＳセンター 
 
 
 

     
輸出入通関ＷＧ 

 
 通関・混載・代理店（9） 
 輸出入者（2） 
 銀行（2） 
 損害保険会社（1） 
 税関 
 ＮＡＣＣＳセンター 
 
 
 
 
 

１．検討体制 

第６次ＮＡＣＣＳ更改の検討体制 

海上物流等ＷＧ 輸出入通関ＷＧ 輸出入通関ＷＧ 航空物流等ＷＧ 

航空更改専門部会 海上更改専門部会 
（２7） （４7） 

情報処理運営協議会 
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２．検討体制（サブワーキンググループの設置） 

詳細仕様検討のうち、以下の検討項目についてはサブワーキンググループ（個別検討G）を設置し、検討を実施。 

情報処理運営協議会 

航空更改専門部会 海上更改専門部会 

輸出入通関ＷＧ 輸出入通関ＷＧ 航空物流等ＷＧ 海上物流等ＷＧ 

 
 

損害保険業務 

 
 

 ACL 
SeaWayBill 
（決済機能） 

 
 

CY搬出入業務 
（決済機能） 
危険物明細書 
提出業務 

 

 
 

 出港前業務 

 
 

港湾統計 

 
 

入出港業務 

 
 

SIR/IVA等 
荷主業務と後続 
業務の連携 

税関（1） 
損害保険（2） 
通関業者（4） 
輸出入者（3） 
ＮＡＣＣＳ 

船会社（4） 
海貨業者（2） 
ＮＶＯＣＣ（2） 
(輸出入者)（3） 
ＮＡＣＣＳ 

船会社（4） 
ＣＹ （2） 
海貨業者（2） 
ＮＡＣＣＳ 

税関（1）  
輸出入者（3） 
海貨業者（2） 
通関業者（4） 
ＮＡＣＣＳ 

税関（1） 
国交省（1） 
船会社（4） 
船舶代理店（2） 
ＮＡＣＣＳ 

国交省（3） 
港湾管理者（1） 
船会社（4） 
船舶代理店（2） 
ＣＹ （2） 
ＮＡＣＣＳ 

税関（1） 
船会社（4） 
船舶代理店（2） 
ＮＶＯＣＣ（2） 
ＣＹ （2） 
ＮＡＣＣＳ 

個別検討G（SI/IV） 個別検討G（損保） 個別検討G（ACL） 個別検討G（CY） 個別検討G（入出港） 個別検討G（AMR） 個別検討G（統計） 

*（）内は参加予定人数 
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平成24年 25年 26年 27年 28年 29年 

【システム開発】 

  基本仕様検討 

  詳細仕様検討 

  設計・製造・試験 

【更改専門部会・ＷＧ】  
  更改専門部会 

  ＷＧ 
 （ワ－キンググループ） 

  

    29年10月 
    稼働  

   29年7月～ 
 総合運転試験 

 27年4月～ 
プログラム製造等 

 26年7月～ 
基本設計・詳細設計 

28年3月 詳細仕様凍結 

第1回 
（24年5月） 

第2回 
（25年2月） 

第3回 
（26年8月） 

第6回 
（28年2月） 

基本仕様WG（1～6回） 
24年6月～24年12月 

詳細仕様WG（7回） 
25年12月11日 

３．これまでの検討経緯 

第5回 
（27年6月） 
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27年3月 詳細仕様一部凍結 

第4回 
（27年2月） 

※26年8月以降、月1回の開催予定 

   28年11月～ 
 接続試験 

年 月 日 会議等開催実績 討議・決定事項等 

平成２４年 ３月１２日 第４回 情報処理運営協議会 ・航空／海上更改専門部会の設置を承認 

平成２４年 ５月２８日 第１回 航空・海上（合同）更改専門部会 ・第６次ＮＡＣＣＳ基本仕様書の検討開始（主な検討事項の審議） 
・基本仕様書の具体的検討はＷＧにおいて実施することの承認 

平成２５年 ２月 ７日 第２回 航空・海上（合同）更改専門部会 ・第６次ＮＡＣＣＳ基本仕様書（案）の審議 

平成２５年 ３月２２日 第５回 情報処理運営協議会 ・第６次ＮＡＣＣＳ基本仕様書の承認 

平成２６年 ８月 １日 第３回 航空・海上（合同）更改専門部会 ・第６次ＮＡＣＣＳ詳細仕様の検討開始（主な検討事項の審議） 
・詳細仕様の検討体制の承認 

平成２７年 ２月 ３日 第４回 航空・海上（合同）更改専門部会 ・第６次ＮＡＣＣＳ詳細仕様書 中間報告（案）の審議 

（参考）全体スケジュール抜粋 



開催日 航空合同ＷＧ 開催日 海上合同ＷＧ 

第8回 
8月27日 

・利用者ＩＤ体系の見直し 
・ＮＡＣＣＳ専用口座の廃止 
・輸出入申告業務における多欄数化 
・航空保安基準（ＫＳ／ＲＡ）対応 
・クレームノーティスのシステム化（１） 
・ｅＡＷＢの現状とＮＡＣＣＳ対応 
・現行プログラム変更要望の次期対応 

第8回 
8月28日 

・利用者ＩＤ体系の見直し 
・ＮＡＣＣＳ専用口座の廃止 
・輸出入申告業務における多欄数化 
・事項登録業務の新設（ＯＬＣ） 
・現行プログラム変更要望の次期対応 

第9回 
9月29日 

・納期限延長におけるリアルタイム口座対応 
・通関士審査業務の新設 
・１ＭＡＷＢあたりのＨＡＷＢ件数の拡大（輸出・輸入） 
・見本持出し関連業務の見直し 
・現行プログラム変更要望の次期対応（2） 

第9回 
9月30日 

・納期限延長におけるリアルタイム口座対応 
・通関士審査業務の新設 
・見本持出し関連業務の見直し 
・現行プログラム変更要望の次期対応（2） 
 

第10回 
10月21日 

・利用者ＩＤ体系の見直し（２） 
・ＷｅｂＮＡＣＣＳ対象業務の変更 
・事項登録業務・確認業務の追加（2） 
・海上システムにおける航空貨物取扱の廃止 
・現行プログラム変更要望の次期対応（3） 
 

第10回 
10月21日 

・利用者ＩＤ体系の見直し（２） 
・ＷｅｂＮＡＣＣＳ対象業務の変更 
・事項登録業務・確認業務の追加（2） 
・海上システムにおける航空貨物取扱の廃止 
・見本持出し関連業務の見直し（２） 
・Ｂ／Ｌ番号体系変更時のＲＳＳ０１業務の実施可能化 
・現行プログラム変更要望の次期対応（3） 

第11回 
11月14日 

・サブワーキング（SW）の検討結果報告 
  ・ＳＩＲ／ＩＶＡ関係 
  ・損害保険業務のシステム化 
・輸出入申告における入出力項目の見直し（１） 
・輸出取止め再輸入手続きのシステム化 
・事項登録業務・確認業務の追加（３） 
・１ＭＡＷＢあたりのＨＡＷＢ件数の拡大（輸出・輸入）（２） 
・現行プログラム変更要望の次期対応（4） 
 

第11回 
11月14日 

・サブワーキング（ＳＷ）の検討結果報告 
  ・ＳＩＲ／ＩＶＡ関係 
  ・損害保険業務のシステム化 
  ・ＡＣＬ関係 
  ・ＣＹ搬出入・危険物明細書 
  ・港湾統計 
  ・入出港（１） 
・輸出入申告における入出力項目の見直し（１） 
・輸出取止め再輸入手続きのシステム化 
・事項登録業務・確認業務の追加（３） 
・貨物重量項目の桁数拡大 
・１Ｂ／Ｌにおけるコンテナ本数の拡大 
・汎用申請手続きの個別業務化 
・保税運送承認番号の複数件入力 
・現行プログラム変更要望の次期対応（4） 

４．詳細仕様の検討経過：ワーキンググループ（WG）開催実績（１） 

注：航空合同WG：航空輸出入通関WG／航空物流等WGの合同開催 
  海上合同WG：海上輸出入通関WG／海上物流等WGの合同開催 
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開催日 航空合同ＷＧ 開催日 海上合同ＷＧ 

第12回 
12月11日 

・特例申告納期限延長に係る据置担保、個別担保の併用可能化 
・通関書類の添付対象手続きの見直し 
・ドキュメント通関（輸出入）のシステム化 
・蔵入・移入貨物の後続業務の可能化 
・廃止オンライン業務・廃止管理資料及び月報管理資料配信日 
 の変更等 
・１便あたりの旅客数の拡大 
・スプリット便数の拡大（輸出・輸入） 
・ジョイント入力の廃止 
・スプリット扱いとなる輸入混載貨物の搬入確認業務の見直し 
・個数違いによるDiscrepancy Noticeの出力条件 
・クレームノーティスのシステム化（２） 
・第６次ＮＡＣＣＳにおける接続処理方式等 
・パッケージソフト（メール処理方式）の原則提供終了 
・第６次ＮＡＣＣＳにおけるバックアップ機能 
・添付ファイル最大サイズ及び最大電文長の見直し 
・ＮＡＣＣＳパッケージソフトの改善 
 

第12回 
12月11日 

・サブＷＧ検討結果：入出港（２） 
・特例申告納期限延長に係る据置担保、個別担保の併用可能化 
・通関書類の添付対象手続きの見直し 
・蔵入・移入貨物の後続業務の可能化 
・廃止オンライン業務・廃止管理資料及び月報管理資料配信日 
 の変更等 
・業務名称の変更  
・第６次ＮＡＣＣＳにおける接続処理方式等 
・パッケージソフト（メール処理方式）の原則提供終了 
・第６次ＮＡＣＣＳにおけるバックアップ機能 
・添付ファイル最大サイズ及び最大電文長の見直し 
・ＮＡＣＣＳパッケージソフトの改善 

第13回 
1月15日 

 

・利用者ＩＤ体系の見直し（３） 
・第６次ＮＡＣＣＳにおけるセキュリティ対策 
・通関士審査業務の新設（２） 
・システム制限値（データ保存期間）の変更 
・ＬＤＲ単位の搬入総個数の表記 
・関係業界との事前調整の結果実施しないこととした案件 
・第６次ＮＡＣＣＳ詳細仕様（案）（第４回更改専門部会報告 
 資料） 

第13回 
1月15日 

 

・利用者ＩＤ体系の見直し（３） 
・第６次ＮＡＣＣＳにおけるセキュリティ対策 
・通関士審査業務の新設（２） 
・システム制限値（データ保存期間）の変更 
・Ｂ／Ｌ番号の入力仕様の見直し 
・関係業界との事前調整の結果実施しないこととした案件 
・第６次ＮＡＣＣＳ詳細仕様（案）（第４回更改専門部会報告 
 資料） 
 

４．詳細仕様の検討経過：ワーキンググループ（WG）開催実績（２） 
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第 
 

6 
 

次 
 

Ｎ 
 

Ａ 
 

Ｃ 
 

Ｃ 
 

Ｓ 
５．ＮＡＣＣＳのこれまでの展開 
航空システム 

海上システム 

1978年（昭和53年） 
Air-NACCS（第１次） 
 
航空貨物の輸入システ 
ムの稼働開始（貨物情 
報を含む総合物流情報 
システム化） 
 
（業種） 
・航空会社 
・通関業 
・航空貨物代理店 
・機用品業 
・保税蔵置場 
・銀行 
・混載業 
・税関 

 
 

1985年（昭和60年） 
   Air-NACCS（第２次） 

航空貨物の輸出入シ 
ステムの稼働開始 

・輸出業務提供開始 
・対象地域拡大 

1993年（平成５年） 
   Air-NACCS（第３次） 

・機能拡充 
・対象地域拡大 

 

1997年（平成９年） 
ＦＡＩＮＳ／PQ-NETWORK／ＡＮＩＰＡＳ 
とのインターフェース（Ｉ／Ｆ）開始 

2001年（平成13年） 
Air-NACCS（第４次） 

・機能拡充 
・ＥＤＩ化 
 ⇒専用端末廃止 
 ⇒ＳＭＴＰ双方向導入 
 
 
 
 
 

2002年（平成14年） 
ＪＥＴＲＡＳとのＩ／Ｆ開始 

2003年（平成15年） 
輸入・港湾関連手続ＳＷ開始 

2003年（平成15年） 
ｎｅｔＮＡＣＣＳ 提供 

現行ＮＡＣＣＳ（第５次） 

・機能拡充 

・港湾ＥＤＩシステムの 
 サブシステム化 

Sea-NACCS（第3次） 
2008年（平成20年） 

 
 
 

2010年（平成22年） 
Air-NACCS（第５次） 
 
・機能拡充 
・ＪＥＴＲＡＳ 
 のサブシステム化 
・航空入出港ＳＷ開始 

2013年（平成25年） 
FAINS/PQ-NETWORK/ 
ANIPASのNACCS統合 

 ○空/海システムの統合 
 ○オープンシステム化 
 ○バックアップ設置 

 ○総合物流情報プラット 
   フォーム化 
 ⇒ 国際連携機能の拡充 
  ・ＸＭＬ対応 
 ⇒ 業種拡大 
  ・輸出入者 
  ・ＮＶＯＣＣ 
  ・海貨業 
  ・汎用業務利用者 

2014年（平成26年） 
医薬品医療機器等 
輸出入業務のシステム化 

2011年（平成23年） 
ＷｅｂＮＡＣＣＳ提供 
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これまでのＮＡＣＣＳにおいて実施してきたこと 
○ 税関関係手続の電子化 
 ・システム化対象範囲の拡大 ※ Ａｉｒ／Ｓｅａ システム統合 
○ 関係省庁手続の電子化 
 ・各省システムのＮＡＣＣＳ接続（連携）ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ、SW 
 ・ＮＡＣＣＳへの統合（２段階：ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ化、ﾊｰﾄﾞ統合） 
○ 民間手続の電子化 
 ・官手続に先行後続 ⇒ 情報連携に資する 民･民手続  
○ 国際連携の推進 
◎ 上記の開発での考慮事項 
  安定(信頼)性・効率(経済)性・利便性 

海上貨物の輸出入システ 
ムの稼働開始 
（貨物情報を含む総合 
   物流情報システム化） 

・ＥＤＩ化 
 ⇒専用端末廃止 
 ⇒メール方式導入 
 ⇒ＥＤＩＦＡＣＴ対応 

・業種拡大 
 ⇒船会社 
  船舶代理店 
  コンテナヤード 
  保税蔵置場 

Sea-NACCS（第２次） 
1999年（平成11年） 

 
 

 
 

 
海上貨物の輸出入通関 
  システムの稼働開始 
    （通関業務等のみ） 

・業種 
 ⇒通関業 
  税関 
  銀行 

Sea-NACCS（第１次） 
1991年（平成３年） 

 
 
 



ＮＡＣＣＳ＝官民共用の行政手続システム 

６．第５次更改前におけるＮＡＣＣＳの利用者関係図 

税関 

農林水産省 
植物防疫所 

農林水産省 
動物検疫所 経済産業省 厚生労働省 

検疫所（食品） 港湾管理者 法務省 
入国管理局 

厚生労働省 
検疫所（検疫） 海上交通センター 

地方運輸局 海上保安官署 港長 港内管制信号所 

航空会社 
（15） 

通関業 
（189） 

保税蔵置場 
（139） 

混載業 
（148） 

機用品会社 
（15） 

航空貨物代理店 
（133） 

保税蔵置場 
（965） 

Ｃ Ｙ 
（398） 

通関業 
（884） 

船舶代理店 
（281） 

船会社 
（38） 

ＥＸＤＯＣ 
（検疫証明） 

航空物流 海上物流 

通関関連 港湾関連 

海外連携 

清水港ＶＡＮ 

ＴＡＣＴＯＳ 

ＣＣＩＳ 

ＣＡＴＯＳ 

ＭＰＮ 

ＭＯＴＡＳ 
ＬＭＶＩＳ 

民間システム等 

ＦＡＩＮＳ PQ-NETWORK ＡＮＩＰＡＳ ＪＥＴＲＡＳ 港湾ＥＤＩ 乗員システム 

銀行 
（50） 

業種名下の（ ）は平成20年３月時点の利用社数 

Ｓｅａ-ＮＡＣＣＳ Ａｉｒ-ＮＡＣＣＳ 

インターフェースシステム 

システム連携 
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～平成１桁台 ～平成１桁台 平成10年台 

～平成１桁台 

平成10年台 

～平成１桁台 

平成10年台 

本頁及び次頁の中で 
NACCS利用者を示す 
ボックスの背景色は、 
利用者の種別により 
色分け。その濃淡は、 
右のとおり接続した 
年代で３世代に区分。 

平成１桁台 
以前 

平成20年台 

平成10年台 



７．総合物流情報プラットフォームの利用者関係図 

  ＮＡＣＣＳ＝総合物流情報プラットフォーム 
○貿易手続に関係する者の全員参加 
○経済性（低コスト）、効率性、システムの安定性・信頼性 
○業務プロセスの標準化、情報交換におけるメッセージの標準化 
○行政手続のシングルウィンドウ化（ワンストップ） 

税関 農林水産省 
植物防疫所 

農林水産省 
動物検疫所 経済産業省 

厚生労働省 
医薬品医療機器 

厚生労働省 
検疫所（食品） 

港湾管理者 法務省 
入国管理局 

厚生労働省 
検疫所（検疫） 海上交通センター 

地方運輸局 海上保安官署 港長 港内管制信号所 

航空会社 
（99） 

通関業 
（455） 

保税蔵置場 
（179） 

混載業 
（197） 

機用品会社 
（20） 

航空貨物代理店 
（163） 

保税蔵置場 
（1,512） 

ＮＶＯＣＣ 
（279） 

Ｃ Ｙ 
（427） 

通関業 
（1,225） 

海貨業 
（345） 

船舶代理店 
（903） 

船会社 
（190） 

バンプール 
（２） 

ＳＩＴＡ 
（旅客情報） 

ＡＲＩＮＣ 
（旅客情報） 

ＥＸＤＯＣ 
（検疫証明） 

Dagang-Net 
（e C/O） 

ＰＡＡ 

海外ＳＰ 
（出港前） 

航空物流 海上物流 

通関関連 港湾関連 

海外連携 

輸出入者 
（1,297） 

銀行 
（44） 

汎用申請者 
（823） 

業種名下の（ ）は平成26年12月時点の利用社数 

ＴＡＣＴＯＳ：太刀浦コンテナターミナルオペレーションシステム 
ＣＡＴＯＳ ：ひびきコンテナターミナルオペレーションシステム 
ＣＣＩＳ  ：通関情報提供システム 
ＭＰＮ   ：マルチペイメントネットワーク 
ＭＯＴＡＳ ：自動車登録検査業務電子情報処理システム 
ＬＭＶＩＳ ：軽自動車検査業務電子情報処理システム 
 
 
 

ＥＸＤＯＣ：豪州電子申請システム 
ＳＩＴＡ：航空業界各社の出資による航空業界向けＩＴサービスを提供する会社 
ＡＲＩＮＣ：航空、空港、防衛、政府、輸送の主な5 業界でシステムエンジニアリング 
     ソリューションを提供する会社（プロバイダー） 
Dagang-Net： Dagang Net Technologies Sdn Bhd（本社：マレーシア） 
ＰＡＡ： Pan-Asian E-Commerce Alliance 
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Ａｉｒ／Ｓｅａ システムの統合 
関係省庁システムの統合 

清水港ＶＡＮ 

ＴＡＣＴＯＳ 

ＣＣＩＳ 

ＣＡＴＯＳ 

ＭＰＮ 

ＭＯＴＡＳ 
ＬＭＶＩＳ 

民間システム等 ～平成１桁台 平成20年台 平成10年台 ～平成１桁台 

平成10年台 

平成10年台 

～平成１桁台 

～平成１桁台 

平成20年台 

～平成１桁台 平成10年台 平成20年台 



・海／空統合、関係省庁システム統合後の初めての更改 
 であり、円滑なシステム移行を確保 
・現行ＮＡＣＣＳと同等の稼働率の継続 
・セキュリティ機能の見直し 
・バックアップ機能の改善 
 ⇒ 切替時間の短縮化 
 ⇒ 関係省庁手続のバックアップ機能の強化 
 ⇒ 切替方法の改善（利用者側の作業軽減） 

・システムの安定性、信頼性を確保するシステム 
 更改の実現 
 
・情報の適正管理と情報セキュリティの確保 
・平成22年12月10日に発生したシステム障害を 
 踏まえ、バックアップ機能の改善等の検討 

官民共同利用システムとして、 
安定性・信頼性の高いシステム 

・システムの効率性、経済性を確保するシステム 
 構成、業務機能の見直し 
 
・システム開発コストの低減化の実現  

・関係省庁システムとの統合の見直し 

公共的インフラとして、効率性・ 
経済性の高いシステム 

・利用者ニーズを十分に反映するためサブワーキング 
 を設置 
・損害保険業務とＮＡＣＣＳとの連携 
・添付ファイル容量の拡大（３ＭＢ→10ＭＢ） 
・ＥＤＩＦＡＣＴ、ＸＭＬ 等の利用による国際標準への対応 
・船腹予約業務、危険物明細書のシステム化の検討 
                     （海上） 
・荷主の情報入力を最上流とする業務フローの見直し 
                     （海上） 
・ＷｅｂＮＡＣＣＳの対象範囲の拡大 

・関係業界、利用者のニーズを業務仕様に反映  
 
・貿易関連手続きの更なるペーパーレス化の進展 
 
・ＢtoＢ、ＢtoＧのポータルとして、国際的な 
 システム連携機能や民間システムとの連携強化 
 の検討 
 
・利用者インターフェース、ネットワークの充実  

総合物流情報プラットフォーム 
としての更なる機能の充実  

８．第６次ＮＡＣＣＳ開発コンセプトと詳細仕様（中間整理） 
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○空/海システム統合、関係省庁システ 
 ム統合後の初めての更改 
 
○システムの安定性・信頼性 
 ⇒バックアップ機能の改善 
 ⇒セキュリティ機能の見直し 等 
 
○税関手続関連の見直し 
 ⇒通関関係書類の電子化・ペーパー 
  レス化の推進 
  ・添付ファイル容量の拡大 等 
  ・損害保険業務のシステム化  
 ⇒システム対象手続の拡大 
  ・ドキュメント通関 
  ・輸出取止め再輸入手続 等  
 
○業務実態、利用者ニーズを踏まえた 
 見直し 
 ⇒海上業務フローの見直し 
  ・第５次からの参加業種の業務 
   処理フローの見直し 
 ⇒海上システムにおける航空貨物の 
  取扱いの廃止 
 ⇒蔵入後の後続処理可能化 
 ⇒各種制限値の見直し 
 ⇒プロ変要望（245件）の検討 
 ⇒業務の統廃合等の実施 
 ⇒専用口座の廃止 
 ⇒ユーザインターフェースの見直し 
 ⇒システム停止時間の短縮化 
 
○総合物流情報プラットフォームとし 
 ての機能充実 
 ⇒港湾サブシステム統合 
  ・入出港ＳＷ機能の拡充  
 ⇒民民業務の拡充 
  ・船腹予約業務等のシステム化 
  ・ＡＣＬ、ＣＹ搬出入業務の改善 
 ⇒業種拡大 
  ・損害保険会社 

・業務実態・利用者ニーズを踏まえた業務全般の最適化 
 及び開発コストの低減化 
・利用実態等を踏まえたオンライン業務、管理資料の 
 一部統廃合 
・利用者側システムへの影響を抑制したシステム開発 
・一般競争入札による調達 
・港湾サブシステム等のＮＡＣＣＳ統合化 



９．詳細仕様の検討結果 概 要（１） 
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項   目 概        要 資料 
ページ 

システムの安定性・信頼性 

１．バックアップ機能の改善 
  ①切替時間等の短縮化 ②関係省庁手続のバックアップ機能の強化 ③切替方法の改善 

 
8-9 

２．大規模災害等を想定したバックアップセンターの設置場所の選定（非公表） ー 

３．セキュリティ機能の見直し 
  ①主体認証機能（ＩＤ・パスワード）の見直し  
  ②ＷｅｂＮＡＣＣＳにおけるｎｅｔＮＡＣＣＳと同等のセキュリティの導入 

 
6 
20 

税関手続関連の見直し 

１．通関関係書類の電子化・ペーパーレス化の推進 
 ① 最大電文長 及び 添付ファイル最大サイズの見直し 
 ② 損害保険業務のシステム化 
 ③ 通関書類の添付対象手続の見直し 

 
11 

32-33 
56 

２．システム対象手続の拡大 
 ① 航空貨物におけるドキュメント通関のシステム化（汎用申請業務対応） 
 ② 輸出取止め再輸入手続のシステム化  

 
38 

26-27 

３．その他 
 ① 通関士審査業務の新設 
 ② 輸出入申告項目の見直し（継続検討） 
 ③ 輸出入申告等における多欄申告対応（現行：50欄⇒第６次：99欄） 

 
31 

39-41 
12 

業務実態、利用者ニーズを
踏まえた見直し 

１．海上業務フローの見直し（第５次からの参加業種の業務処理フローの見直し） 
 ① 海上における物流業務フローは、荷主による情報入力を最上流として位置付け、後続業務 
  における情報の流用や二重入力の排除を実現 
 ② 荷主による「船腹予約情報登録業務」を新設し、船会社による「ＢＫＲ（ブッキング情報 
  登録）」業務との連携を実現 
 ③ 海上輸出業務においては、Ｂ／Ｌ関連の情報の流れと申告関連の情報の流れを別の業務 
  フローとして整理。Ｂ／Ｌ関連については、ＳＩＲ情報をＡＣＬ（ＡＣＬ情報登録）業務 
  の上流情報と位置付け、ＳＩＲの項目はＡＣＬの項目に原則として合わせる。 

 
42-44 

 

２．海上システムにおける航空貨物の取扱いの廃止 
  海上システムにおける航空貨物の取扱い機能を廃止し、航空貨物は航空システムで、海上 
 貨物は海上システムで一貫して業務処理を行うこととする。 

 
23-24 

３．事項登録業務・確認業務の追加（海上保税運送申告、本船･ふ中扱い申請承認申請） 28-29 
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項   目 概        要 資料 
ページ 

業務実態、利用者ニーズを
踏まえた見直し 
 

４．各種制限値の見直し 
  航空貨物の小口化対応、物流実態等を踏まえた入力可能欄数の増加等を実施する。 

 
12-17 

５．蔵入後の後続処理可能化（海上） 
  蔵入承認済貨物に関する搬出入管理、改装・仕分け等を可能とする。 

 
30 

６．Ｂ／Ｌ番号入力仕様の見直し 
 ① Ｂ／Ｌ番号の35桁化 
 ② 仕分け（仕合せ）時のＢ／Ｌ番号枝番体系の見直し 
 ③ 内取りの可能化 

45-46 

７．プロ変要望（245件）の検討 
  現行ＮＡＣＣＳに寄せられているプログラム変更要望について、第６次ＮＡＣＣＳでの対応 
 是非等について検討を実施し、必要と判断したプログラム変更を実施する。 
 ① ＡＣＬ情報登録業務（ＡＣＬ）業務における記号番号欄のレイアウトの見直し 
 ② 空コンテナピックアップ登録（ＰＵＲ）業務の入力項目の見直し 
 ③ 特例申告納期限延長にかかる据置担保、個別担保の併用可能化 
 ④ パッケージソフトにおける外部ファイル（過去データ）の再利用の可能化 等 

 
 
 

48-49 
51 
57 

58-60 他 

８．業務の統廃合、実態に即した業務名への変更等の実施 
  利用実績が著しく低い業務等の廃止、類似業務の統合、業務実態に即した業務名への変更等 
 を実施する。 

 
61-66 

９．専用口座の廃止 
  ＮＡＣＣＳ専用口座は、平成28年度末で廃止する。 

 
25 

10．ユーザインターフェースの見直し 
 ① パッケージソフトのバージョンアップ手続の簡素化 
 ② ＷｅｂＮＡＣＣＳ の対象として海上の入出港業務、利用頻度の高い照会業務等を追加 

 
19 

20-22 

11．オンライン処理方式の見直し 
  現行処理方式のうち、ダイレクト・インターフェース（Ｄ／Ｉ）は廃止する。 

 
10 

12．システム停止時間の短縮化 
  定期メンテナンスを目的としたシステム停止について、停止回数、停止時間の削減を図る。  
  （基本仕様合意事項：具体的な実現方法は、第14回ＷＧ以降において提示予定。） 

― 

９．詳細仕様の検討結果 概 要（２） 
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項   目 概        要 資料 
ページ 

総合物流情報プラット
フォームとしての機能充実 
 

１．港湾サブシステムの統合等 
  港湾サブシステムのＮＡＣＣＳ統合、乗員上陸許可支援システムの一部機能のＮＡＣＣＳ 
 移管による入出港シングルウィンドウ機能の拡充を実施する。 

 
34-37 

２．民民業務の拡充 
  ・船腹予約業務等の新設やＡＣＬ業務、ＣＹ搬出入業務の改善を実施する。 

 
47-51 

３．業種拡大 
  損害保険会社を新たな業種として拡大する。 

(再掲) 
32-33 

４．港湾統計用データの見直し 
  港湾統計用データの精度向上に必要な見直しを実施するとともに、港湾管理者に対し直接 
 提供する方法を採用する。 

 
67-68 

システムの効率性、経済性
を考慮して開発を見送ろう
とするもの 

１．航空保安対策基準見直し（新ＫＳ／ＲＡ）への対応 
  既に運用が開始され個社による対応が進んでいることから、ＮＡＣＣＳにおける対応は 
 不要とされ、特段の対応は実施しないこととする。 

 
69 

２．事項登録業務・確認業務の追加 
  とん税納付申告、輸出自動車情報登録及び輸出入マニフェスト通関申告の事項登録業務の 
 必要性について再確認を実施した結果、利用の見込みがない等により、新設は不要と判断さ 
 れたことから、特段の対応は実施しないこととする。 

 
69 

３．納期限延長における納付方法に口座振替（リアルタイム口座）を追加 
  特定の短時間に処理が集中してシステム処理に多大な負荷が発生する可能性が高い等のため、 
 実施しないこととする。 

 
69 

４．民民間における決済処理機能の提供 
  利用者の要望に応える決済機能を構築することは困難で利用が見込めないため、実施しない 
 こととする。 

 
69 

５．汎用申請手続き（船機用品関連業務）の個別業務化 
  関係業界に対して個別業務化のニーズを再確認した結果、自社システムでの対応等により 
 汎用申請による業務運用が確立している等、現行業務の維持を希望する利用者が多数であった 
 ことから、個別業務化は実施しないこととする。 

70 

９．詳細仕様の検討結果 概 要（３） 
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